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基本方針 

 

本研究所は、「原子力と環境のかかわり」についての理解の増進等を目的とし、平成２年 12月

３日、青森県六ケ所村に設立された。以来、原子力開発利用に伴う環境安全に係る新たな知見

及びデータを得るため、青森県からの委託を受け、県内全域を対象に放射性物質の環境動態や

人の線量評価、低線量放射線の生物影響を調べるとともに、青森県六ケ所村の大型再処理施設

（以下、「大型再処理施設」という。）の本格稼働を見据え、更なるデータの蓄積と当該施設の異

常放出時等の事後対応の調査や、社会的に関心の高いトリチウムの生体影響に関する調査研究

を進めている。また、調査研究で得られた成果の活用策等について、原子力開発利用に伴う環

境安全に関する正確な知識と情報を地域の人々にわかりやすく提供し、双方向のコミュニケー

ションを通して理解醸成活動の強化を図る。 

さらに、競争的資金等による調査研究で得られた成果や専門知識･技術を活用し、この分野の

研究機関との連携とネットワーク化を強化し、成果の最大化を目指している。また、専門家派

遣や学生の受け入れ等による人材育成支援、各種委員会等への参画、講演、一般からの問合せ

対応等に貢献する。 

 

令和６年度は以下の基本方針のもとに事業を効率的に進めるとともに、さらに発展させ、所

期の目的を達成する。 

 

排出放射性物質の環境影響に関する調査研究については、大型再処理施設の操業に伴い、環

境中に 3H、14C及び 129I等が大気及び海洋に管理排出され、わずかであるとはいえ周辺住民の被

ばく線量を増加させることが予想されている。これに対する周辺住民への理解を醸成するため

には、排出された放射性核種がどのように移行し、どのように分布・蓄積していくかを、実デ

ータをもとに科学的に評価する必要がある。そこで、大型再処理施設の操業を想定し、環境試

料のサンプリング及び観測体制の増強を図り、当該施設周辺における排出放射性核種の濃度変

動、蓄積及び食品・日常食中の放射性核種濃度に関する実態を明らかにするとともに、野外実

験により放射性核種の移行実態を調査する。さらに、周辺地域における主要な農水産物中放射

性核種の移行及び残留性を評価するためのトレーサを用いた室内実験を行う。加えて、取得し

た周辺環境及び食品・日常食における放射性核種濃度データから地域の実態に即した線量評価

を行い、線量規制値やバックグラウンド線量と比較して、十分に低いことを示すことによって、

青森県民の理解の醸成に資する知見を得る。また、大型再処理施設の万が一の異常放出時に環

境中への放出が想定される放射性セシウム等を対象として、作物地上部における挙動、及び作

物への移行低減に関する調査を行う。 
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 また、低線量率放射線による生物影響に関する調査研究については、低線量率放射線被ばく

影響の実証調査研究（低線量率被ばく影響がどのようなものでどのような大きさか、実験動物

に実際に低線量率照射を行い明らかにする。）及び低線量率放射線被ばく影響の発現機序調査

研究（低線量率放射線の影響発現の機序を高線量率放射線の場合と対比して明らかにし、高線

量率データからの低線量率リスクの推測・外挿に資する。）の２つの調査を実施する。前者に

おいては、被ばく時期が異なる個体、特に子どもの被ばくの影響及び生活環境や生活習慣によ

る被ばく影響の現れ方の違いを対象とする。後者においては、細胞の遺伝子発現制御システム

への影響及び個体の生理学的恒常性維持システムへの影響を対象とする。 

さらにトリチウムの影響に関する調査研究については、トリチウム摂取による内部被ばくへ

の社会的な関心の高まりに対応し、その影響への不安を軽減して地域の理解の醸成に資するこ

とを目的とした研究を行う。トリチウム摂取からの内部被ばくとガンマ線外部被ばくによる影

響の違い、摂取形態による影響の違い、また、幼若期での摂取と成体での摂取による体内分布

の違いをマウスへのトリチウム投与実験により調査する。 

 

放射性物質等の環境影響等環境安全に関する普及啓発については、これまでに培ってきた排

出放射性物質影響調査の成果や関連する技術・知見、人材を活かすとともに国内外の知見等も

活用して、県民の理解を醸成するための活動を実施する。また、調査研究で蓄積されたデータ

等を整備・可視化し、それらに国内外の知見等も合わせたコンテンツの整備を図り、理解及び

安心感の醸成に資する。 

 

以上の青森県からの受託事業に加え、社会的あるいは科学的に重要な事項に関する調査研究

事業の委託に積極的に応えるとともに、研究領域の拡大や新たな調査研究の展開のために自主

研究及び競争的研究資金による研究を行う。また、地域住民、県民、国民を対象とした原子力

と環境のかかわりについての理解増進を図る活動を実施する。 

 

人材育成支援については専門家派遣や学生の受け入れ等を行う他、地域等からの要請に対し、

人材、施設・技術・知識等を提供するなど積極的に応えるとともに、所内外との研究協力体制

を整備し、事業の円滑・効率的な推進に努める。 
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事業内容 

 

I．放射性物質等の環境影響等環境安全に関する調査研究 

 

1.排出放射性物質による環境影響に関する調査研究 

    大型再処理施設が操業することを想定し、施設の稼働状態(健全性）、すなわち「通常

運転時」と「異常事象発生時」それぞれの状態における放射性物質の挙動を明らかにす

ることを目的とする。通常運転時においては、引き続き施設周辺の気・陸・水圏環境の

排出放射性物質の時空間的な分布及び移行特性を求め、実測値を用いて実態に即した被

ばく線量を評価する。加えて、内部被ばくに影響を与える放射性炭素、トリチウム及び

放射性ヨウ素を対象に、周辺地域の主要作物における移行性及び残留性等を評価する。

一方、異常事象発生時は、大気放出される可能性のある放射性物質について、周辺地域

の主要作物に沈着した後の移行挙動を明らかにし、安全性に関する科学的な説明につな

げる。さらに、放射性物質の作物への移行低減化手法について、中長期的な効果を明ら

かにするとともに、環境中の挙動に関する知見が乏しい放射性物質に関する土壌中の挙

動特性を明らかにする。これら調査は以下の２つの調査で、研究項目４つのテーマから

成る。 

1.1大気・海洋への排出放射性物質の環境影響に関する調査研究 

1.1.1排出放射能の環境影響に関する調査研究 

大気、陸域、陸水、沿岸海域、及び食品・日常食の５項目に分類し、大型再処理施設

周辺における 3H、14C 及び 129I 等を対象として、施設由来の排出放射性物質の影響につ

いて調査研究を行う。 

令和６年度は、①大気については 3H、14C 及び 129I 等を対象として六ケ所村及び弘前

市における大気中濃度、降下量変化及び濃度分布等のデータを取得するとともに、施設

東側の本研究所構内における地上気象及び高度別風況を把握する。②陸域については、

施設周辺における土壌・植物中の 3H、14C 及び 129I 濃度等を取得するとともに、本研究

所構内の圃場において栽培した農作物中及び大気環境中の排出放射性核種濃度の測定結

果を併せて、土壌・大気－作物間の放射性核種の移行実態を明らかにする。また、施設

周辺の水源林の水、土壌及び植物中の 3H及び 129I濃度等のデータを取得する。③陸水に

ついては、施設周辺の河川水、地下水、湖沼水、湖底堆積物及び沼生息水生生物中の 3H、

14C及び129I濃度等のデータを取得する。④沿岸海域については、六ケ所沿岸海域の海水、

堆積物及び水生生物中の 3H、14C 及び 129I 濃度等のデータを取得する。⑤食品・日常食

については、施設周辺において生産・漁獲された農畜水産物、周辺住民から提供を受け
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た日常食中の 3H、14C及び 129I濃度等の実態を調査し、実測値に基づく線量評価を行う。 

1.1.2地域主要農水産物への移行･残留性に関する調査研究 

地域の主要農産物を対象として、大型再処理施設から排出される放射性物質の移行及

び残留性に関する調査を行う。農産物については 14C、水産物に関しては 3H及び 129Iを

想定し、それぞれ安定同位体である 13C及び重水素、並びに放射性同位体である 129Iを

用いたトレーサ実験を行う。 

令和６年度は、①農産物については 1年子を種イモとして栽培したナガイモの成長デ

ータを圃場で取得するとともに、ムカゴを種イモとして栽培したナガイモにおける生育

段階別 13C 移行データを取得する。②水産物については海水からメバル体内への重水素

の移行データを水温条件別に取得するとともに、堆積物から底生生物を介したヒラメ等

底生魚への 129I の移行を明らかにするための実験系を構築する。加えて、3H及び 129I の

魚体中濃度の変動要因を把握するための基礎データとして、魚体中の炭素及び窒素等の

安定同位体比を生息域別に取得する。 

1.2 放射性物質の異常放出事後対応に関する調査研究 

1.2.1放出核種の作物地上部表面沈着後の挙動に関する調査研究 

地域の主要農産物であるナガイモを対象に、作物の地上部表面に沈着したセシウムの

ウェザリング並びに地上部表面からの吸収及び可食部における存在割合に関する実証的

データを取得し、異常事象発生時の農作物への放射性セシウムの移行に関する信頼性の

高い挙動予測手段を提供することを目的とする。 

令和６年度は、ナガイモを対象に、地上部表面からの液状セシウムの降雨によるウェ

ザリング除去率を降雨時間及び降雨強度別に調査する。また、異なる成長段階の地上部

表面に粒子状セシウムを負荷し、部位別の存在割合を経時的に調査する。 

1.2.2放出核種の土壌等から作物への移行低減化に関する調査研究 

放射性セシウムの吸収及び経根転流を制御することにより、牧草及びイネ玄米への放

射性セシウムの移行を低減化する手法を確立する。さらに、科学的知見の乏しい放射性

ルテニウムについて、地表に沈着した後の挙動に影響する土壌の固相-液相間の分配挙動

を調査する。 

令和６年度は、①転流抑制については蒸散抑制剤等の散布が、セシウムの牧草等の収

穫部位への転流に与える影響、及びこの現象に関する生理・生化学的特性の調査を行

う。②収穫時期別移行抑制についてはカリウム供給力が異なる牧草地土壌を用いて、収

穫時期別のセシウム濃度の低減に有効な施肥による増強法を調査する。③試験圃場にお

いて造成後 3年目の牧草中セシウム濃度及び土壌特性を調査する。④ルテニウムの分配

挙動については水田土壌に安定ルテニウムを添加し、ルテニウムの土壌固相－液相間の

分配挙動及び添加後の化学形態の変化を調査する。 
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2.低線量率放射線による生物影響に関する調査研究 

放射性被ばくの生体影響についての知見は、原爆被爆者の調査等により得られた高線

量率急性被ばくの影響に関するものが主であり、低線量率放射線による長期被ばくのリ

スク評価の基礎となる知見は世界的にも限られている。大型再処理施設が本格操業した

後、将来にわたってこれに由来する放射性物質と共存する施設周辺の住民にとって、低

線量率の放射線による長期的な生体影響の実態解明やリスク評価の科学的な根拠の提示

が強く求められる。 

このため、平成７年度から影響の概要を把握する成体マウスへの低線量率放射線の長

期照射による「寿命試験」を行い、平成 15年度からは照射成体マウスの子孫への影響調

査を行った。その結果、安全規制値程度のレベルでの低線量率被ばくでは、寿命等に対

する有意な影響は一切認められないとの結果を得た。その後平成 27年度からは、胎児期

被ばくの影響調査を行ってきた。今後はリスク評価上の課題である、低線量率放射線の

影響と高線量率放射線の影響の違い(線量率効果)を明確化・定量化し、その理由・機序

を明らかにする。 

2.1低線量率放射線による被ばく影響の実証調査研究 

低線量率放射線被ばく影響がどのようなものか、高線量率放射線被ばく影響とどのよ

うに異なるのか、実験動物に実際に放射線照射を行い明らかにする。 

2.1.1幼若期被ばく影響の解析 

これまで取り組んできた成体期や胎児期の低線量率放射線被ばく影響の実証試験を、

高線量率放射線に対しては特に感受性が高いことが知られている幼若期に拡張して、年

齢別での低線量率放射線影響を評価する。このため、低線量率放射線を幼若期マウスに

連続照射し、寿命及び発がん等への影響を実証する。 

令和６年度は、幼若期マウスに低線量率放射線を照射終了後、比較的短期間に観察可

能な影響について検索する「短期影響解析」と、照射終了後終生飼育し死亡後に検索を

行う「長期影響解析」を行う。①短期影響解析については形態学的変化の観察として、

臓器・組織の発達等の解析、機能的変化の観察として生殖機能の解析を行うとともに、

染色体異常解析を継続して進める。②長期影響解析については照射後終生飼育実験を継

続する。 

2.1.2 修飾要因の解析 

高線量率放射線被ばくに対する感受性は、個人の年齢、性別、遺伝的背景のほか、生活

環境・生活習慣などの因子によって異なることが知られているが、低線量率放射線被ばく

についてはほとんど知見がない。このため、低線量率放射線被ばくに対する感受性を規定

する諸要因、特に、生活環境・生活習慣による感受性の変化を明らかにするための調査を
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行う。 

令和６年度は、①飼育環境要因解析では、環境エンリッチメントを利用した飼育環境実

験を行い、低線量率照射による移植腫瘍生着促進作用が、エンリッチメント飼育により抑

制される効果を調査するため、免疫細胞の分化や動態の解析を継続するとともに、免疫細

胞等を含む腫瘍の「微小環境」を解析する。さらに、マウス単体飼育(一匹飼い)による照

射影響低減化の実験を開始する。②食餌要因解析では低線量率若しくは高線量率放射線を

照射し、食餌要因候補となる栄養補助食品成分の投与を行った発がんモデルマウスの腸腫

瘍の組織化学的解析、及び腸腫瘍細胞・正常上皮細胞より樹立したオルガノイドを用い組

織細胞学的解析を進める。 

2.2低線量率放射線被ばく影響の機序調査研究 

低線量率放射線被ばくの影響が発生する機序、及びこれと高線量率放射線被ばく影響の

発生機序との違いを明らかにする。 

2.2.1細胞・分子・遺伝子への影響の解析 

低線量率放射線が生物個体を構成する細胞、さらにそれを構成する分子、遺伝子に作用

し、これが最終的に健康影響として現れてくる機序を、高線量率放射線の場合と対比して

解明する。 

令和６年度は、マウスへの低線量率放射線長期照射と照射マウス肝臓等からの組織、細

胞の経時的な採取を行い、肝オルガノイドを用いた組織幹細胞若しくは前駆細胞からの細

胞分化、代謝等への影響分析とDNAメチル化シーケンス解析を全ゲノムに拡張するとと

もに、ヒストン修飾解析を行う。 

2.2.2生理機能への影響の解析 

生物個体内において、低線量率放射線は感受性の高い細胞や臓器にまず影響を与え、こ

の影響が、生物個体内の生理学的な調節系あるいはネットワークを介して他の細胞や臓器

に伝達され、増幅されている可能性がこれまでの調査で示唆されている。このような機序

を、高線量率放射線の場合と対比して解明する。 

令和６年度は、①内分泌影響伝播解析では照射メスマウスの卵巣の内分泌系機能障害が

他臓器におけるがん発生に至る過程において、伝播経路に人為的に介入する処置(食餌時

間制限)を行った際の変化等を解析する。②神経系影響解析ではマウスに対する低線量率

放射線照射を行った際の日周リズムへの影響についての行動解析・遺伝子発現解析を行う

とともに、明暗サイクルの異なる時期の影響の違いについて調査する。③血管系影響解析

では低線量率放射線を照射されたヒト及びマウス血管内皮細胞が発出する分子シグナル

の動態変化について解析するとともに、低・中・高線量照射の影響の違い、及びこれが間

接的に周辺の他の細胞に及ぼす影響の違いについて調査する。 
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3.トリチウムの影響に関する調査研究 

大型再処理施設から排出される放射性物質であるトリチウムについて、マウスにトリチ

ウムを投与する実験等により、トリチウムからの内部被ばくの生体への影響をガンマ線に

よる外部被ばくからの影響との違いの観点から明らかにする。また、トリチウムの化学形

の中でも極めて知見が乏しい有機結合型トリチウム(OBT)からの影響とトリチウム水

(HTO)からの影響の違いを明らかにする。これに加え、子供への放射線の影響に対する関

心の高さに鑑み、幼若期マウスにおけるトリチウム摂取に関する実験を行い、成体での摂

取と比較し体内分布の違いを明らかにする。 

3.1トリチウム臓器レベル線量評価に関する調査研究 

トリチウムもしくは重水素を標識した各種有機物質をマウスに投与し、体内の特定組

織・臓器、また細胞内の核や細胞質における分布を推定し、線量評価を行う。 

令和６年度は、胎児期、授乳期、成長期、成熟後のマウスに OBTを経口投与し、トリチ

ウム化合物摂取後の体内への残留量の経時的な変化を求める。また、トリチウム量の定量

的評価が可能な細胞内小器官の分画法を確立する。 

3.2トリチウム生物影響評価に関する調査研究 

マウス成体にトリチウムを HTOもしくは OBTの形態で経口投与するとともに、基準放射

線としてガンマ線を照射する実験を行い、トリチウム摂取からの内部被ばくとガンマ線外

部被ばくによる染色体異常への影響を解析し、違いを明らかにする。 

令和６年度は、前年度に開始したマウスへのトリチウム投与実験及びガンマ線照射実験

を継続して行い、染色体異常の解析を進めるとともに、免疫に関わる細胞組織への影響解

析を行う。 

 

4.その他の調査研究 

社会的あるいは科学的に重要な事項に関する調査研究事業について積極的に応える。 

 

5.環境科学技術研究所自主研究 

これまでの受託研究を中心とした調査・研究に加え、研究領域の拡大や新たな調査研

究の展開を目指し、研究所独自の調査研究を行う。 

 

6.競争的研究資金等による研究 

継続されている競争的資金による研究を実施するとともに、新たな競争的資金等の獲

得に努める。 

 

II．放射性物質等の環境影響等環境安全に関する普及啓発 
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調査研究で得られた客観的データ等の情報を、地域住民、県民を中心とした幅広い層

に対して丁寧に発信するとともに、双方向のコミュニケーションにより理解醸成を図る。 

 

1.理解醸成活動 

調査研究で得られた成果や関連する技術・人材、国内外の知見等を活用するとともに、

特に近隣地域の行政、団体、教育機関と連携し、地域に根差した共創活動の充実を図り、

排出放射性物質に対する住民の疑問等に積極的に応えて行く。また、これまでに培った研

究資産などの活用最大化を図るために成果等の可視化に取り組み、インターネットや印刷

物等を通じて、それらの情報を県内外の住民に発信し双方向のコミュニケーションにより

理解醸成に資する。 

令和６年度は、地域住民の関心に沿ったテーマを選定し対話集会やセミナーの開催、六

ケ所村及び県内主要市での調査研究成果の報告会、教育機関との協働による実習形式の学

習活動等を行う。また、研究成果の可視化・運用として、総合モデルの計算過程や計算結

果のグラフィカルな可視化と一般向けコンテンツの整備・運用、マウス病理サンプルデー

タのデジタル化の整備・運用を進めるとともに、ホームページ及び紙媒体のコンテンツの

整備・強化を図る。 

 

2.その他の普及啓発に関する活動 

本研究所の活動を県内外に普及するため、さまざまな活動を行う。 

 

III．原子力開発利用の発展に寄与する人材育成への支援 

教育機関や研究機関等からの学生等の受け入れ、大学・高専等の教育機関への専門家

派遣、職業体験・見学の受け入れ等により、原子力関連分野の人材育成を支援する。 

 

IV．その他本財団の目的を達成するために必要な事業 

地域からの要請に対し、施設・技術・人材等を提供することにより可能な範囲で応えて

いく。また、所内外との研究協力体制を整備し、調査研究等事業の円滑・効率的な推進に

努める。 


